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１　「働き方改革」について
　「働き方改革」とは、誰もが活躍できる「一 

億総活躍社会」の実現を目指し、その最大のチ

ャレンジとして政府が進めている取組みである。

　現在、日本では少子高齢化等を背景に、労働

力の主力となる生産年齢人口（15歳以上65歳

未満）が総人口を上回るペースで減少しており、

将来的な国全体の生産力低下、国力低下が危惧

されている。新たな働き手の創出には、これま

で労働市場に参加していなかった女性、若者、

高齢者等の登用が必要不可欠となるが、活躍を

促すためには、正規雇用労働者と非正規雇用労

働者の待遇差、長時間かつ硬直的な労働時間を

解消するとともに、労働生産性の向上や人材育

成が求められ、その内容は多岐にわたる。

　平成28年８月には、労使団体のトップを交

えた「働き方改革実現会議」が設置され、具体

策を検討してきたが、その成果として29年３月

に「働き方改革実行計画」をまとめている。

　こうした流れに基づき、厚生労働省や中小企

業庁など各省庁においても、同一労働同一賃金、

時間外労働の上限規制等に関する法整備、労働

生産性の向上に向けた支援や人材育成・活用力

の強化等への取組みを進めており、改革に向け

た動きは本格化している。

２　アンケート結果から
　当研究所では、「働き方改革」について、本年

９月に、県内323事業所を対象にアンケート調

査を行い、263社より回答をいただいた（回答

率81.4％）。

【参考】「働き方改革実行計画」の主な内容

同一労働同一賃金の実現など非正規雇用の処遇改善

賃金引上げと労働生産性向上

罰則付き時間外労働の上限規制の導入など長時間労働の是正

柔軟な働き方がしやすい環境整備

女性・若者の人材育成など活躍しやすい環境整備

病気の治療と仕事の両立

子育て・介護等と仕事の両立、障害者の就労

誰にでもチャンスのある教育環境の整備

高齢者の就業促進

外国籍人材の受入　など

【TOPICS】

トピックストピックストピックス

県内企業の「働き方改革」への対応について
　政府は、誰もが活躍できる「一億総活躍社会」の実現を目指し、その最大のチャレンジとして「働
き方改革」を位置付けている。少子高齢化等を背景として、労働力の主力となる生産年齢人口が減
少し、国全体の生産力低下・国力低下も危惧されるなか、新たな労働力創出に向けての取組みとし
て、非正規雇用の待遇改善、長時間労働の是正、労働生産性の向上等を目指すものである。
　本県経済においても、人口減少や少子高齢化にともなう労働人口の減少は、大きな影響を及ぼすも
のであり、実際に人材不足に悩む企業も増えつつある。
　当研究所では、本年９月、県内323事業所を対象に「働き方改革」についてのアンケート調査を行
った。本稿では、アンケート結果をもとに、県内事業所の対応状況や対応内容等についてまとめた。
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（１）「働き方改革」への対応について　
　「働き方改革」への対応状況については、「取

組んでいる」が31.2％、また、「今後取組む

予定である」は16.3％となり、合わせると、

半数近くの事業所において、何らかの取組みを

行っている（予定している）ことが分かった

（図表１）。他に「検討中」と回答した事業所が

20.5％ある一方、「現時点では具体的な取組み

の予定はない」と回答した企業も30.0％に上

っている。

　対応の状況について業種別にみると、「取組

んでいる」、「今後取組む予定である」の回答

の合計では、「観光」が71.4％と最も高くなっ

たほか、「その他製造」（57.6％）、「運輸」

（55.6％）、「電子部品」（52.2％）、「サービス」

（51.7％）で５割を超えており、他の業種に比

べて対応が進んでいることが窺える（図表２）。

図表２　「働き方改革」への対応（業種別） （単位：％）

取組んでいる
今後取組む 
予定である

検討中
現時点では 
具体的な取組み 
の予定はない

無回答

全　　産　　業 31.2 16.3 20.5 30.0 1.9
製造業 27.3 18.2 19.0 32.2 3.3

電子部品 26.1 26.1 17.4 26.1 4.3
機械金属 36.0 12.0 24.0 28.0 0.0
衣服縫製 18.2 0.0 36.4 45.5 0.0
木材・木製品 12.5 18.8 12.5 43.8 12.5
酒造 15.4 23.1 30.8 23.1 7.7
その他製造 36.4 21.2 9.1 33.3 0.0

非製造業 34.5 14.8 21.8 28.2 0.7
建設 27.8 13.9 22.2 36.1 0.0
卸売・小売 31.1 13.3 22.2 33.3 0.0
運輸 38.9 16.7 27.8 16.7 0.0
観光 50.0 21.4 21.4 7.1 0.0
サービス 37.9 13.8 17.2 27.6 3.4

図表３　「働き方改革」の具体的な取組内容について（複数回答）
 （単位：％）

全産業
製造業 非製造業

長時間労働の是正 60.0 50.9 67.1 
労働生産性の向上 52.8 63.6 44.3 
休暇の取得促進 46.4 40.0 51.4 
高齢者の登用・活用 43.2 43.6 42.9 
女性・若者が活躍しやすい環境整備 30.4 27.3 32.9 
育児・介護・病気治療と仕事の両立 29.6 27.3 31.4 
同一労働・同一賃金の実現 17.6 20.0 15.7 
柔軟な働き方の導入 11.2 16.4 7.1 
ライフデザイン・キャリア開発に関する教育研修 5.6 5.5 5.7 
外国籍人材の登用・活用 5.6 3.6 7.1 
副業・兼業の承認 2.4 1.8 2.9 
その他 0.8 0.0 1.4 
回答企業数：「働き方改革」に「取組んでいる」82社、「今後取組む予定
である」43社、計125社（製造業55社、非製造業70社）

図表１　「働き方改革」への対応について

取組んでいる
31.2

今後取組む
予定である
16.3

検討中
20.5

現時点では
具体的な取組みの
予定はない
30.0

無回答
1.9

（単位：％）
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（２）対応内容について
　（１）で「取組んでいる」、「今後取組む予

定である」と回答した125社を対象に、具体的

な施策としてどのようなことを実施（予定）し

ているかについて聞いたところ、「長時間労働

の是正」が60.0％と最も多くなった（図表３）。

次いで、「労働生産性の向上」（52.8％）、「休

暇の取得促進」（46.4％）となった。また、「高

齢者の登用・活用」（43.2％）、「女性・若者

が活躍しやすい環境整備」（30.4％）の割合も

高くなった。

（３）「働き方改革」を進めるうえでの課題
　「働き方改革」を進める（検討する）うえで

の課題については、「従業員の理解・意識・行

動」が48.7％と最も高く、次いで「業務量に対

する適正要員の確保」（44.1％）、「経営者や

管理職の理解・意識・行動」（31.6％）となっ

た（図表４）。

３　国や自治体に期待する施策など
　「働き方改革」について、国や自治体に期待

する施策や意見を自由回答で聞いた。

　回答のあった38社からは、「改革を進める

ためには、人員不足を解消する必要があり、労

働力確保に向けた施策を期待する」、「画一的

な基準では対応しきれない企業もある。地域性

や業種、企業規模を考慮した柔軟な施策が望ま

しい」、「何から取組んだらよいか分からず、

他社の取組み事例などを具体的に知りたい」な

どの意見が出された。

４　まとめ
　今回の調査結果によると、既に具体的な取組

みを行い、成果を上げている企業も見られた一

方で、従業員の働き方に対する意識改革には時

間を要すること、短期的には企業・従業員とも

に負担増加も懸念されること、また、業種によっ

ては、取引先の理解を得ることに対する不安も

あることから、慎重な意見も多く出されている。

　「働き方改革」を実現させるために、その取

組みにより企業活動そのものが停滞するような

負荷が掛かってしまっては本末転倒であり、各

企業の実情に合わせた実効性の高いものにして

いく必要がある。

　少子高齢化の進展が著しく、人手不足が叫ば

れる本県にとって、「働き方改革」は避けて通

れない重要課題とも言える。ある企業からは、

「労働環境の整備、生産性向上の取組みを企業

の発展に繋げていきたい」といった意見も出さ

れていた。

　「働き方改革」の実現に向けては、様々な課

題も待ち受けるが、単に小手先の施策で終わる

ことなく、各企業と国・自治体が一体で取組み、

生産性の向上による企業活動の活性化、さらに

は賃金の上昇、消費拡大といった相乗効果がも

たらされることを期待したい。 （打矢　亘）

図表４　「働き方改革」を進めるうえでの課題について（３項目複数回答）
 （単位：％）

全産業

製造業 非製造業

従業員の理解・意識・行動 48.7 47.1 50.0

業務量に対する適正要員の確保 44.1 42.1 45.8

経営者や管理職の理解・意識・行動 31.6 30.6 32.4

勤務管理の複雑化、運用の負荷 19.4 17.4 21.1

取組方針や目標の明確化 14.4 13.2 15.5

「働き方改革」の取組みに対するノウハウ不足 14.4 17.4 12.0

取引先への対応 12.9 13.2 12.7

インフラ整備や制度導入のための予算確保 8.0 8.3 7.7

その他 2.3 2.5 2.1
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